
重点施策３

かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その１

●重点施策のめざす方向（成果）

●実施方法

プロジェクトによる総合評価

●重点施策の達成状況・総合評価

●課題・問題点

プロジェクトリーダー〔職員部長〕による見直し方針

・教職員の採用試験については、特別選考の見直しを行い、法人格を有する民間企業又は官公庁等での
正社員又は正規職員としての勤務経験が、平成９年度から平成１９年度までの間に通算５ヵ年以上の人
を対象に新たに社会人特別選考を実施した。また、川崎市立学校で臨時的任用職員又は非常勤講師とし
て、直近3ヵ年に通算２年以上だった期間を１年以上に変更し、臨時的任用職員経験者特別選考を実施
した。
・教職員の資質や指導力の向上を目指す研修は、必修研修を２９講座、希望研修等を６９講座実施し、
受講者の満足度は９６．２％であった。

・団塊の世代の大量退職を向かえ、大都市圏では教員の確保が難しくなっている。教員の採用方法等を
改善し、優秀な教員の確保をしていくことが課題である。
・新規教員の大量採用に伴い、経験年数の浅い教員に対して、経験年数に応じた資質・力量の向上を図
る研修が必要である。また、教職員が経験年数に応じて、資質・力量の高めていけるよう、計画的な研
修を実施する必要がある。

・教職員の人事・評価制度を見直す
・教職員の採用方法の改善、管理職登用制度の見直しを図る
・教員研修体系を再編する
・教職員への直接的な支援体制を強化する
　（総合教育センターの機能強化、専門家等の支援など）

メンバー

教職員課長、指
導課長、カリ
キュラムセン
ター室長、特別
支援教育セン
ター室長、企画
課長

「教職員の力」を伸ばす

自己の創意工夫に基づく能力開発や多様な人材の確保によって、保護者や地域
住民から信頼される、指導力の高い教職員が増えていく。

重点施策３ プロジェクト実施体制

リーダー 職員部長

・新規採用教員の大幅な増加に対応し、教員としての資質・指導力を向上させることを目指し、指導員
を活用した班別研修や授業研究等、学校と連携して初任者等の研修を充実する。
・研修については、教育の質的向上を図る上で重要である。総合教育センターで計画を立て、さらに教
員のスキルアップを図っていく。初任者研修、２・５・１０・１５・２０年目とライフステージに応じ
た研修や、教科・領域ごとの研修、情報教育など新しい研修を取り入れながら、教員のスキルアップを
図っていく。

川崎市教育改革推進協議会によるコメント

・初任者研修等の研修は大切であるが、学校として若手を育てる環境も大事である。
・教員が研修や教材研究にかける時間が少ないと感じている。また、夏休みが短くなっ
ており、十分な研修を用意する必要がある。
・教員が授業に専念できるよう、環境の整備は必要である。

●次年度以降に向けた見直し方針
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●展開する事業の進捗状況（事業目標）
事業名 ①人事評価制度の見直し 所管部署 教職員課

事業の概要
　教職員が自らの能力を高めて、子どもたちにより効果的な指導を行い、保護者のニーズに柔軟に対応す
ることなどにより、学校全体の教育活動の質的向上が促進されるよう、人事評価制度を見直します。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●市費負担教員の新人事評価制
度の試行（平成１６年度から）

●実施

進捗状況

●市費負担教員の新人事評価制
度の試行２年目（実施にあたって
課題を整理）

●市費負担教員の人事評価制度
の本格実施（人事管理への活用を
検討）。

●市立高校・幼稚園教員を対象と
する人事評価結果の給与等への
活用について、県費教職員の状況
を踏まえつつ検討。

事業名 ②教職員の採用方法の改善 所管部署 教職員課

事業の概要
　人間的魅力を備え、創意と活力に溢れた人材を採用できるように採用試験の方法等を改善していきま
す。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●広報活動の充実、特別選考の
実施、試験方法・内容の変更など
について検討･改善

●順次改善

進捗状況

●臨時的任用職員経験者の特別
選考を実施。４１人の受験者のう
ち、１５名を採用。

●特別選考Ⅰ・Ⅱにおいて,資格年
齢を40歳から50歳未満に緩和。両
選考の採用者41名中,40歳から49
歳の採用者22名。

●特別選考Ⅱにおいて,経験年数
を2年から1年に緩和。また、特別
選考Ⅲとして社会人特別選考を実
施し、受験者36名中8名を採用。

事業名 ③管理職登用制度の見直し 所管部署 教職員課

事業の概要
　リーダーシップを発揮して学校経営や教育活動に取り組み、保護者や地域住民から信頼される人材を管
理職として登用するために、登用における公平性や透明性を高めます。また、民間からの登用なども含め
て検討し、活力ある人材登用に努めます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●保護者や地域住民から信頼され
る管理職を登用するための制度に
ついての検討･実施

進捗状況

●土橋小校長を教頭職から公募
選考。チャレンジ教頭は、小学校
教員から２名、中学校教員から１名
選考。

●チャレンジ教頭による教頭昇任
が、小学校教員から1名、中学校教
員から1名選考。

●若手管理職の積極登用を推進。
チャレンジ教頭選考制度による０８
年度昇任者は、小学校３名、中学
校２名。

事業名
④ライフステージに応じた教職員

研修プログラムへの再編
所管部署 総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　教職員が経験年数に応じてその能力を確実に高めていけるように、計画的な研修を実施し、内容の充実
を図ります。さらに、研修内容・研修成果の評価を実施し、研修プログラムの改善を図っていきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●２年目教員研修・近代教育研修
（満１５年）・障害児学級新担任者２
年目研修の実施

進捗状況

●従前の研修に加え、2年目教員
研修・近代教育研修（満15年）・障
害児学級等新担任者2年目研修を
新規に実施。

●ライフステージに応じた研修の
充実を図ると共に、従前の研修に
加え、20年経験者研修、新任教務
主任研修等を新たに実施。

●ライフステージに応じた研修の
充実を図るとともに、従前の研修に
加え新任総括教諭研修、必修化し
た養護教員研修を新たに実施。
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事業名 ⑦教職員に対する専門家等の支援 所管部署 総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　いわゆる学級崩壊、不登校などの多様化する教育課題に対してＮＰＯや関係機関との連携を図るなど、
専門家による支援体制の充実を図ります。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●専門の医師やカウンセラー等に
よる支援体制の整備

進捗状況

●不登校対策推進事業（フレンド
シップかわさき）を通してＮＰＯを含
めた教育相談機関･施設の連携を
強化。
●スクールカウンセラーを市立中
学校５１校全校に配置。

●不登校対策推進事業（フレンド
シップかわさき）を継続し、相談関
係機関が連携強化を図り、不登校
児童生徒への支援を具体化。
●スクールカウンセラーを市立中
学校５１校全校に継続配置。

●不登校対策推進事業（フレンド
シップかわさき）を継続し、相談関
係機関連携による、不登校児童生
徒への支援の継続。
●スクールカウンセラーを市立中
学校５１校全校に継続配置。
●学校巡回カウンセラー２名を市
立小学校、市立高等学校を対象に
配置。

事業名 ⑤総合教育センターの機能強化 所管部署 総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　本市の教育の研究・研修機関として中心的な役割を担う総合教育センターの機能を一層充実します。学
校教育への直接的な支援として、カリキュラムセンター機能の充実を図るとともに、教育相談や情報・視聴
覚機能の充実を通して家庭や地域への支援を進め、側面からも学校を支援していくことに努めます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●カリキュラムセンターや情報・視
聴覚センターへの組織再編

進捗状況

●教科教育研究室・教育課題研究
室を統合してカリキュラムセン
ター、情報教育研究室・生涯学習
研究室の視聴覚・平和教育部門を
統合して、情報・視聴覚センターを
新設

●カリキュラムセンター機能を充実
させ学校への直接支援を行うと共
に、情報・視聴覚センターと連携
し、学習指導案をデータベースで
公開。

●カリキュラムセンター機能を充実
させ要請訪問等による学校への直
接支援を行うとともに、学習指導案
をデータベースに新たに追加し、充
実を図った。

事業名 ⑥各学校・各教職員の優れた教育実践の普及 所管部署 総合教育ｾﾝﾀｰ

事業の概要
　各学校において、自校における課題をテーマとした自主的な校内研究や研究授業の充実に努めるととも
に、先進研究校等における校外研修で学んだ成果を自校の教職員に確実にフィードバックするための校内
研修等の充実を図ります。また、優れた教育実践を表彰し、各学校へ普及させていきます。

年　　度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

事業目標

●研究・研修の成果を学校の中で
活かす校内研修や授業の実施

進捗状況

●各学校のカリキュラム開発支援
をめざし、校内研修や研究授業等
に、要請に応じて指導主事を随時
派遣
●優秀教員（10名）の表彰
●10年経験者研修において、16年
度優秀教員による教育実践報告を
実施

●各学校の校内研修、校内授業
研究会、教育研究会等での要請に
応じて指導主事を随時派遣。
●優れた教育実践をしている教員
を研修の講師として招き、各学校
の研究・研修の充実・改善を推進。

●各学校の校内研修、校内授業
研究会、教育研究会等での要請に
応じて指導主事を随時派遣。
●優れた教育実践をしている教員
を研修の講師として招き、各学校
の研究・研修の充実・改善を推進。
●指導主事をチームで派遣する要
請訪問を新たに実施。
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かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９年度）その２

●総合計画における関連事務事業経費等 (千円)

1,698,189

重点施策３ 「教職員の力」を伸ばす

平成17年度 平成18年度 平成19年度
平成17-19年度

合計

583,554

504,039 1,504,365

1,759,941

　予算額 587,833 547,540

　計画事業費 587,833 588,554

562,816　事業費

　決算額 515,266 485,060
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かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９度）その３

●「指標」と「展開する事業」の関連図

①人事評価制度の見直し
（②教職員の採用方法の改善）
（③管理職登用制度の見直し）
④ライフステージに応じた教職員研修プログラムへの再編
（⑤総合教育センターの機能強化）
⑥各学校・各教職員の優れた教育実践の普及
⑦教職員に対する専門家等の支援

②教職員の採用方法の改善 →優秀な人材の確保

③管理職登用制度の見直し

⑤総合教育センターの機能強化

※実線枠の指標は、「かわさき教育プラン」に例示されている重点施策の成果指標
　破線枠の指標は、重点施策を評価するために補足設定した指標

重点施策３ 「教職員の力」を伸ばす

公募、チャレンジ教頭
の件数

総合教育センターの
研修に対する満足度

授業の理解度

教職員採用試験の倍率
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かわさき教育プラン-重点施策評価シート（平成１９度）その４

●「かわさき教育プラン」に例示されている指標の推移（上段：教育プラン値　下段：現状値）

●重点施策を評価するために補足設定した指標の推移（上段：目標値　下段：現状値）

研修受講者のアンケートまとめ

3名 3名

5名

－ －

現状値 95.30% 96.60% 95.90% 96.20%

目標値 － － －

指標の定義
・指標式（単位）

総合教育センターで実施した研修の参加者のうち、研修内容に満足した人数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

2名 2名

指標名 総合教育センターの研修に対する満足度 数値の出典

目標値 －

現状値 -

指標の定義
・指標式（単位）

校長・教頭職の公募及びチャレンジ教頭により登用した人数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

- 3名

－ －

2.96倍

－

現状値 ７８．６％

教育プラン値 － ６５％

指標名 （中2数学）

－ ８０．４％

６１％ ６５％

６５％ ６６％

－ ８２％ ８５％

７９．９％

７５％

９０．１％

９５％

６７％ ７５％

６７％

８６％ ９０％

８５％

６３％

指標の定義
・指標式（単位）

数値の出典 学習意識調査（＊学習状況調査）授業の理解度

重点施策３

指標名

「教職員の力」を伸ばす

８４．６％

７６％

平成18年度平成17年度

指標名

学校の授業が分かると感じる児童生徒の割合　　○教科：国語・算数（数学）・英語
*上記の問について、「わかる」「どちらかといえば、わかる」と回答した児童生徒の割合

教育プラン値 － ７５％ ７６％

教育プラン値

現状値

８９．９％

指標名 公募、チャレンジ教頭の件数 数値の出典

－

－

７５％

８４．４％

（小5国語）

９１％

８４．８％

７７％

９２％

平成26年度平成16年度 平成19年度

指標名 （小5算数）

７７％ ８５％

現状値 － ９０．２％

修正目標値 － －

指標名 （中2英語）

現状値 － ６１．３％ ６１．５％ ６４．４％

教育プラン値 －

現状値 －

修正目標値 －

６５％ ６６％

－ ６０％

指標の定義
・指標式（単位）

採用試験受験者数／採用試験合格者数

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成26年度

目標値 － － －

現状値 4.45倍 3.91倍 4.11倍

修正目標値 － － ８５％

指標名 （中2国語）

教育プラン値 ７５％－

７０％

６７％

修正目標値 － ８１％

修正目標値 － － ６２％

６６％

５９．５％ ６０．２％ ６１％

指標名 教職員採用試験の倍率 数値の出典 －


